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１．まえがき 

交通安全環境研究所は、日々の生活や経済活動に

欠かせない自動車及び鉄道等の陸上交通について、

国の施策に直結した試験研究業務を通じて、安全・

安心の確保及び環境の保全に貢献するための取り

組みを進めている。 
その中で、交通システム研究部は、鉄道、LRT

（Light Rail Transit：次世代型路面電車システム）等

の交通システムに係る安全及び安定輸送の確保に

貢献するため、事故の原因究明、省コストで安全性

の向上を図ることができる事故防止対策の検討、新

たな交通システム・設備・車両の技術評価等を実施

してきた。また、地域交通の維持・活性化、高齢者

や交通弱者の移動の安全・安心の確保、自動車と鉄

道等の技術連携など、陸上交通の総合的な安全・環

境に関わる様々な課題について、自動車・鉄道の双

方を所管する当研究所の特長を生かした分野横断

的な研究にも取り組んできた。 
また、近年では、我が国鉄道技術の国際的な展開

が国の重要施策の一つとして位置づけられている

中で、この鉄道技術の国際的な展開に資するため、

海外向けの交通システム・設備・車両の技術評価等

に取り組んできた。 
本稿では、当研究部が実施している取り組みの概

要について報告する。 
 

２．交通システム研究部の研究 
２．１．研究重点分野 
自動車技術総合機構の平成 28年度から 32年度ま

での中期計画において、当研究部関係としては、研

究重点分野として以下の 3 つの柱を立てている。 
（1）交通システムの安全性・信頼性評価 
（2）地方鉄道の安全性向上 
（3）公共交通の導入促進・評価 

これらは国土交通省における鉄道分野の主要施

策に対応しているものであるが、この各重点分野に

おいて、1 つ又は複数の研究テーマを立てて、研究

に取り組んでいる。以下、各重点分野ごとに現在の

取り組みを紹介する。  
２．２．交通システムの安全性・信頼性評価 

交通システムに用いられる技術の安全性・信頼性

に関し、技術評価の的確な遂行に資するよう、国内

外の動向を踏まえた評価手法の研究を行っており、

新たな技術の導入促進及び我が国鉄道技術の国際

的な展開に貢献することを目指している。 
具体的には、海外プロジェクト向けの安全性評価

等を受託研究として実施してきており、我が国の鉄

道における安全確保の考え方に立脚しつつ、国際規

格との調和や信頼性にも着目した評価手法につい

て、標準化・体系化に取り組んできた。本年度から

は、無線式列車制御システム等、近年の信号システ

ムの高度化・複雑化に対応した新たなモデルによる

リスク解析や通信セキュリティ技術を含めた評価

の深度化に取り組んでいる。 
今後も新たに開発されたシステム等の安全性評

価を受託研究として継続的に実施することとして

いる。また、評価を通じて蓄積したノウハウは、安

全性評価や鉄道認証室が実施する国際規格適合性

認証を的確に進める上で活用することとしている。 
２．３．地方鉄道の安全性向上 

自動車分野等で急速に進展している情報通信技

術、画像処理技術、衛星測位技術、各種センサ技術

等に着目し、鉄道分野の予防安全や運転支援システ

ム等を低コストで実現する手法を研究している。 
自動車・鉄道の双方にかかる分野横断的な研究と

して、ITS（Intelligent Transport Systems：高度道路交

通システム）の車車間通信技術や測位技術等を活用

し、危険状態を検知してドライバー・運転士に注意

喚起を行う安全運転支援システムにこれまで取り
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組んできたが、本年度より、自動車の自動運転用自

律検知技術を地方鉄道等に導入する際に技術評価

を行うための研究を開始した。 
鉄道の車両、施設の保守管理については、脱線事

故の防止等走行安全性の確保のため極めて重要で

あり、近年低コスト化、高性能化が進んでいるセン

サ類を活用し、主に地方鉄道を対象とした軌道等の

状態監視技術に関する研究を進め、地方鉄道の保守

負担を軽減しつつ安全性の維持・向上に貢献してい

くこととしている。具体的には、振動センサ、騒音

計、GPS、汎用無線等を組み合わせて、営業車両を

活用した軌道状態監視システム（プローブ車両）に

よる予防保全支援システムの構築を進めており、走

行音の積極的活用等の機能拡充を図るとともに、デ

ータの遠隔自動収録により、高頻度の計測データを

現地に行かなくとも収集・解析できる仕組みを構築

しつつある。 
さらに、将来に向けて一層の保守負担軽減、省コ

スト化を図るには、軌道回路等の地上設備に頼って

いる列車の位置検知を車上主体に置き換え、地上設

備を削減・省力化することが求められる。このため、

準天頂衛星、GPS 等の衛星測位技術を活用して列車

の位置検知を行う車上システムについて、これまで

取り組んできた衛星測位による位置検知の精度上

の課題を踏まえ、慣性計測装置等の車上列車位置検

知技術を活用し、安全性の観点から位置検知の精

度・信頼性等に関する研究に取り組んでいる。 
２．４．公共交通の導入促進・評価 

超高齢化・人口減少等の社会情勢の変化に対応し、

高齢者、交通弱者等の特性を考慮した交通システム

技術や軌道系交通システムと自動車交通の連携を

踏まえた公共交通導入評価手法に関する研究を行

っている。 
LRT は、地下鉄・高架鉄道に比して乗降における

上下移動が少なく、高齢化社会が進展する中で交通

弱者にも利用しやすい軌道系交通システムである。

その一方で、既存の道路空間に併用軌道として導入

する場合には、車線減少や交差点での信号制御の変

更などによる道路交通流への影響が考えられるこ

とから、路線バスなどを含む道路交通及び LRT な

どの軌道系交通を模擬したシミュレーションによ

る評価を行い、LRT の導入効果や道路交通流への影

響等について、CO2排出量など環境への影響も含め

た定量的評価を行っている。 

最近では、電動で、時速 20km 未満で公道を走る

4 人乗り以上のモビリティ「グリーンスローモビリ

ティ」の活用が推進されている。こうした、スロー

モビリティの導入効果の評価を行うための交通流

シミュレーション等の研究を進めている。 
また、新たな LRT などの導入に伴う安全性評価

や、車両ドア位置の相違、設置コスト等の課題を解

決するため様々な開発が進められている新型ホー

ムドアに関する評価を行っているほか、列車運転シ

ミュレータにより架線レス車両などを対象に省エ

ネルギー運転の評価を開始するなど、新たな交通シ

ステムを含めた技術評価等に取り組んでいる。 
２．５．索道、その他の取り組み 

上記の取り組みの他、当機構の中期計画における

研究の重点分野とは位置づけていないものの、継続

的な取り組みが必要なテーマについて、自主事業と

して実施している。特に、当研究所は、索道（ロー

プウェイ、リフト等）の試験を行うことができる我

が国唯一の公的機関として、索道に関する試験研究

に継続的に取り組んでおり、握索装置（搬器をロー

プに固定する装置）や新型ロープの試験を実施して

いるほか、索道事故等のデータベース化など索道の

安全に資する研究を行っている。 
さらに、公平性や中立性を担保しつつ、産官学連

携の中核を担うべく、大学、事業者等との共同研究

を実施し、研究重点分野に関連する研究の効率的か

つ効果的な実施に努めている。 
 

３．今後の展開 
交通システム研究部では、交通システムの安全

性・信頼性評価、地方鉄道の安全性向上、公共交通

の導入促進・評価を重点分野として研究に取り組ん

でおり、これらの研究を通じて、国の施策の支援や、

安全で持続可能な交通社会の実現に貢献している。 
今後も、無線式列車制御システム、自動運転用技

術、車上列車位置検知技術などの新技術の動向を踏

まえ、新技術の安全で円滑な導入に貢献できるよう、

当研究所が有する研究資産と、これまで培ってきた

技術力を活用しつつ、自動車・鉄道の双方を所管す

る当研究所の特長を生かした研究に積極的に取り

組むことにより、引き続き、我が国鉄道技術の安全

性・信頼性の確保や国際的な展開への貢献を果たし

ていきたいと考えている。 


